
株式会社　西友

重要な会計方針

１．資産の評価基準及び評価方法

商品（生鮮食品を除く） 売価還元法による原価法

商品（生鮮食品） 主に最終仕入原価法による原価法

貯 蔵 品 最終仕入原価法による原価法

有 価 証 券

移動平均法による原価法

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法

　により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 時 価 法

２．固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産 定 率 法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ６～50年

構築物 10～50年

工具器具備品 ３～20年

その他 ４～17年

無 形 固 定 資 産 定 額 法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法によっています。

投 資 そ の 他 の 資 産 均等額償却

３．繰延資産の処理方法

新 株 発 行 費 支出時に全額費用として処理しています。

社 債 発 行 費 支出時に全額費用として処理しています。

４．引当金の計上方法

貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒

実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込相当額を計上しています。

退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当期末において発生していると認

められる額を計上しています。

なお、会計基準変更時差異（16,133百万円）については、５年に

よる按分額を費用処理しています。

また、数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により各発生年度の

翌期から費用処理することとしています。

また、過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数による定額法により発生年度から費用

処理することとしています。

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 役員の退職により支給する退職慰労金に充てるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上していましたが、第50期定時株主総会（平

成17年３月30日）の決議に基づき役員退職慰労金制度を廃止し、

株式報酬型ストックオプション制度に移行しました。なお、旧制

度の期末の未払額は固定負債の「その他」に含まれています。

　子会社株式及び関連会社株式　

そ の 他 有 価 証 券



５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係わる

方法に準じた会計処理によっています。

６．ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについては

特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しています。

①ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　ヘッジ手段　　　金利リスクを回避するためのスワップ取引

　　　ヘッジ対象　　　借入金の支払金利

②ヘッジ方針　

　　　リスク管理方針に基づき、金利変動リスクをヘッジすること

　　　としています。

③ヘッジ有効性評価の方法

　　　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計と

　　　ヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を

　　　比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しています。

　　　ただし、特例処理によっているスワップについては、有効性

　　　の評価を省略しています。

７．消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっています。

（追加情報）

法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示方法

実務対応報告第１２号「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（企業会計基準委員会　平成１６年２月１３日）が公表されたことに伴い、当

営業年度から同実務対応報告に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割７１０百万円を販売

費及び一般管理費として処理しています。


